愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務委託契約書（案）
　愛媛県（以下「甲」という。）と　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務に関し、次の条項により委託契約を締結する。

　（信義・誠実の義務）

第1条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

　（業務の内容）

第2条 乙がこの契約により実施する業務の内容は、愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務とし、その実施方法については別添「愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務仕様書」の定めるところによる。
　（委託期間）

第3条 委託期間は、契約日から令和７年６月13日までとする。

　（委託料）

第４条　この契約に基づく委託業務の委託料は、金　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税の額　　　　　円）とする。

　（契約保証金）

第５条　契約保証金は、金　　　　　　円とする。

　　（※愛媛県会計規則第154条を適用する場合は、「契約保証金は免除する。」とする。）

（権利義務の譲渡等の禁止）

第６条　乙は、この契約により生じた権利又は義務を第三者に譲渡し、承継し、貸し付けし、又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ書面による甲の承認を得た場合はこの限りでない。

（再委託等の禁止）
第７条　乙は、業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、業務の一部を他に委託し、又は請け負わせることについて、あらかじめ甲の書面による承認を受けたときは、この限りではない。

（調査等）
第８条　甲は、必要があると認めるときは、乙に対して業務の実施状況について調査
し、所要の報告を求め、又は必要な指示をすることができる。

　（再実施）

第９条　甲は、前条の調査等により、業務内容が不十分と認められる場合は、改めて業務を命ずることができる。

　（報告及び確認）

第10条　乙は、業務を完了したときは、遅滞なく甲に業務完了報告書（別記様式）を提出するものとする。
２　甲は、前項の業務完了報告書を受理したときは、その日から10日以内に業務完了の確認を行うものとする。
　（委託料の支払）

第11条　乙は、甲による業務完了の確認を受けた後、委託料の支払請求書を甲に提出するものとする。

２　甲は、前項の定めにより支払請求書を受理したときは、その日から30日以内に委託料を乙に支払うものとする。

（費用負担）

第12条　業務を実施するために必要な機械器具等に係る費用は、すべて乙の負担とする。

　

（服務）
第13条　この契約により乙の作業員が甲の敷地内において行う業務上の行為は、すべて乙の責めとし、業務上の事故の場合もすべて乙の責任において措置するものとする。

（業務内容の変更）
第14条　甲は、必要があると認めたときは、業務内容の全部又は一部を変更することができる。この場合における委託期間又は委託料は、甲・乙協議の上、定める。

（契約の解除）
第15条　甲は、次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約の全部又は一部を解除することができる。
  （１）乙から契約の解除願の提出があったとき
（２）乙がこの契約に定める義務を履行しないとき、又は履行する見込みがないと甲が認めるとき
  （３）乙又はその代理人若しくは使用人が、正当な理由がなく、甲が行う検査の実施に当たり甲の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨害したとき

　（４）乙又は乙の代表役員等、一般役員等若しくは経営に事実上参加し若しくは実質的に経営を支配している者が、暴力団関係者（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団の関係者をいい、愛媛県暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等を含む。）であると認められるとき
２　前項の規定により契約が解除されたときは、解除した部分に相当する額の10分の１を違約金として乙から徴収するものとする。この場合において、乙が契約保証金を納付しているときは、契約保証金を違約金に充当するものとする。
　（損害賠償）

第16条　甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、乙に対しその損害の賠償を請求することができる。

２　甲は、乙が業務の実施に当たり、故意又は過失によって建物、機械器具等（第三者の所有に属するものを含む。）を破損し、又は亡失し、それによって甲が損害を受けたときは、乙に対しその損害の賠償を請求することができる。

（秘密の保持）
第17条　乙は、業務を実施するにおいて知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

　（契約の費用）
第18条　この契約に要する費用は、乙の負担とする。

　（委託料の変更）

第19条　委託期間において、経済変動その他の状況により第４条に定める委託料が著しく不適当であると認められるときは、実情を調査し、甲乙協議のうえ、これを変更することができる。

　（契約保証金の還付等）

第20条　乙は、甲による業務完了の確認を受けた後、甲に契約保証金還付請求書を提出するものとする。

２　甲は、前項に規定する還付請求書を受理したときは、その日から30日以内に契約保証金を乙に返還するものとする。

３　契約保証金には､利息を付さないものとする。

（※愛媛県会計規則第154条を適用する場合は、第20条全文を削除し、第21条を第20条に、第22条を第21条に修正する。）

（法令等の遵守）

第21条　乙は、雇用者及び使用者として、労働基準法、職業安定法、最低賃金法その他法令等に規定されたすべての義務を遵守するとともに責任をもってこれを履行しなければならない。

（協議）

第22条　この契約に定めのない事項については、愛媛県会計規則（昭和45年愛媛県規則第18号）及び政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第256号）によるものとし、同規則及び同法に定めのない事項又はこの契約の条項について疑義が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。

　この契約の締結を証するため、この契約書２通を作成し、甲乙双方記名押印のうえ各々１通を保有するものとする。

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　松山市一番町四丁目４番地２

　　　　　　　　　（甲）　愛　媛　県

　　　　　　　　　　　　　　知　　事　　中　村　　時　広
　　　　　　　　　（乙）

別記様式（第10条関係）
業務完了報告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　愛媛県知事　　中村　時広　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務が次のとおり完了したので報告します。

記

　１．実施期間　　　自　　令和　　年　　月　　日
至　　令和　　年　　月　　日
　２．実施結果　　　別添のとおり
愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務仕様書
　　愛媛県議事堂裏支障木等枝打ち業務の実施に関し、委託契約書に定めるもののほか、この仕様書により実施するものとする。
１　業務内容

愛媛県議事堂裏の支障木等の枝打ち業務
２　業務実施日

具体的な実施日は別途協議のうえ決定する。
３　伐採、枝打ち等により不要となった樹木等の処理
　　廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他関係法令に基づき、適正に処分する。

４　注意事項

　　以下の点を順守すること。

(1) 作業中の安全を最優先とし、周囲の県施設に危険が及ばないよう慎重に作業を行うこと。
(2) 作業にあたり、やむを得ず業務地外から伐採樹木を吊り出す場合や、落下防止の対策を講ずる必要がある場合で、周辺の道路等の管理者に対して許可等が必要な場合は、発注者と協力の上で必要な申請を行うこと。

(3)今回の作業範囲内で今後成長することで県施設に悪影響を及ぼすと考えられる樹木についても、可能な限り枝打ち等を行い、安全な状態が長く保てるよう努めること。
５　その他
　　　議事堂裏の職員用駐輪場のサイクルポート(屋根)は、搬出時に支障となるため、県で一時撤去を行っている。

